
1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

堤防整備 荒川下流河川事務所 更新 1

護岸整備 東京都 2

堤防等の耐震・耐水対策事業 東京都 3

砂防堰堤の整備 東京都 4

河道掘削 荒川下流河川事務所 更新 5

京成本線荒川橋梁架替事業 荒川下流河川事務所 6

調節池整備 東京都 7

調節池整備 東京都 新規 8

高規格堤防整備事業 荒川下流河川事務所 9

（2）内水氾濫対策

下水道排水施設整備事業 東京都 10

下水道排水施設整備事業 東京都 11

（3）流域の雨水貯留機能の向上

校庭貯留の取組 北区 12

雨水貯留施設整備事業 東大和市 13

校庭貯留の取組 西東京市 14

建物内の雨水貯留施設の取組 武蔵野市 15

住宅等の雨水貯留の取組 青梅市 更新 16

雨水貯留施設整備事業 東大和市 17

雨水貯留施設整備事業 東久留米市 新規 18

透水性舗装整備事業 豊島区 19

雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導の取組 東京都 20

上流域の森林整備 足立区 新規 21

自然地保全の取組 小平市 22

雨水流出抑制に資する取組 東京都 新規 23

グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等）事業 中野区 24

流域治水の啓発動画 荒川下流河川事務所 新規 25

道路下の雨水貯留浸透施設整備事業 西東京市 26

雨水しみこみプロジェクトの展開 東京都 新規 27

2.被害対象を減少させるための対策

（１）水災害ハザードエリアにおける土地利用や住まい方の工夫

高台への一時避難及び二次避難経路の確保 東京都 28

高台まちづくりの推進 東京都 29

都市開発諸制度の活用による高台まちづくりの促進 東京都 30

板橋区かわまちづくりの取組 板橋区 31

住宅高床化の取組 杉並区 32
大規模水害に対応した既存排水ポンプ施設の耐水化、水閘門を活用した氾濫水の自然排
水

荒川下流河川事務所・東京都 33

土砂災害警戒区域等の指定見直し・公表 東京都 34

3.被害の軽減、早期復旧･復興のための対策

（１）避難体制等の強化

荒川3D浸水想定区域図～３Ｄ洪水ハザードマップ～の公表 荒川下流河川事務所 35

水防災情報の発信強化 東京都 36

水防災情報の発信強化 東京都 37

高潮浸水想定区域図の改定・高潮特別警戒水位の再設定 東京都 38

土砂災害危険度情報の発信による土砂災害リスク情報の充実 東京都 39

まるごとまちごとハザードマップの設置 台東区 40

浸水ハザードマップの配布 港区 41

頁
ハザードマップの改良及び啓発の取組 墨田区 42

公開型GISへのハザードマップの反映 中野区 43

ハザードマップ解説動画の作成 北区 44

江戸川区水害ハザードマップ改定 江戸川区 新規 45

首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会 内閣府・東京都 46

荒川下流タイムラインの策定・運用の取組 荒川下流河川事務所 47

コミュニティタイムライン作成支援事業の実施 北区 48

河川水位確認を目的としたAI解析による実証実験 江戸川区 49

東京マイ・タイムラインセミナーの実施 東京都 更新 50

（小中学校を含む）防災教育の推進の取組 荒川下流河川事務所 51

オンライン学習支援プログラムの取組 荒川下流河川事務所 更新 52

気象防災ワークショップの実施～毎年の取組みとして～ 東京管区気象台 53

防災教育 板橋区 新規 54

「防災クイズラリーキット」の作成 文京区 55

職員防災訓練（水害編）の実施 江戸川区 56

水害からの避難に関する多言語の動画を作成 江戸川区 57

排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓練の実施の取組 荒川下流河川事務所 更新 58

東京都における排水作業準備計画について 東京都 59

区市町村との合同排水ポンプ車操作訓練の拡充 東京都 60

おうちで備えるキャンペーン（ローリングストック周知、防災教育） 板橋区 更新 61

止水板設置の取組 板橋区 62

避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）の取組 港区 63

広域避難先施設の確保 東京都 新規 64

災害時における移動手段や宿泊施設の確保に関する連携協定を締結 墨田区 65

緊急一時退避場所の運用 板橋区 新規 66

水害時における民間集合住宅との一時避難協定の締結に係るガイドラインについて 葛飾区 67

避難確保計画作成支援DVD及び手引き作成の取組 荒川下流河川事務所 68

要配慮者利用施設の避難確保計画に基づく訓練のパンフレット作成 荒川下流河川事務所 新規 69

避難確保計画作成の手引き及びひな型の配布 中央区 70

避難確保計画作成支援システムの導入 北区 更新 71

要配慮者施設への計画作成勧奨 葛飾区 72

令和７年度 新宿区・第四消防方面合同水防訓練 新宿区 更新 73

令和６年度台東区・三署合同総合水防訓練 台東区 更新 74

京成本線荒川橋梁部における水防訓練の実施 足立区 更新 75

京成本線荒川橋梁部水防訓練の実施 葛飾区 更新 76

北区大規模水害避難行動支援計画の策定 北区 77

災害時における相互援助協定先（秩父市）との荒川上下流ツアーの実施 足立区 新規 78

4.グリーンインフラの取組

（１）自然環境の保全・復元などの自然再生

荒川下流自然再生　～グリーンインフラの整備～ 荒川下流河川事務所 更新 79

（２）生物の多様な生息・生育環境の創出による生態系ネットワークの形成

善福寺川「水鳥の棲む水辺」創出事業 杉並区 80

３）健全なる水循環系の確保

水質改善を目的とした浚渫 東京都 81

５）魅力ある水辺空間・賑わい創出

遅野井川親水施設整備 杉並区 82

６）自然環境が有する多様な機能活用の取組み

すみだ自然観察会「荒川河川敷の生きもの観察」 墨田区 83

荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ 荒川下流河川事務所 更新 84
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：荒川下流河川事務所】

『堤防整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等

【凡例】

対策箇所

完成堤防

中堤
（1.9k～3.0k、

4.3K～7.0K付近）

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

－関係機関

取組概要
・荒川の河口から堀切橋までの区間において、高潮堤防の
断面形状に対して高さ又は幅が不足している区間等につ
いて、嵩上げ又は拡幅を実施します。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・河道掘削等により発生する土砂や他の機関からの建設発
生土を受け入れ、築堤等への有効活用等を図る等、コス
ト縮減に努めます。

取組による効果
・高潮による浸水被害を防止する。

整備前 整備後

←荒川 ←荒川

堤防嵩上状況

更新



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『護岸整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等

江東内部河川（東側）における河道整備

中小河川における護岸整備

整備後

整備前

護岸整備・河道拡幅（石神井川） 水辺に親しめる整備（空堀川）

環境に配慮した整備（旧中川）
高水敷整備後（旧中川）

水位低下前（旧中川）

東京都 建設局河川部担当部署

03-5320-5411連絡先

建設事務所（東京都）関係機関

取組概要
○区部を流れる石神井川や多摩地域を流れる空堀川などの
中小河川では、洪水を安全に流下させるため、護岸整備や
河道拡幅を行っています。
○地盤が特に低い江東内部河川の東側では、水門等で周囲
を締め切り平常水位を人工的に周囲の地盤高程度まで低下
させた上で護岸や河道を整備し、洪水や高潮、地震時の水
害に対する安全性を向上させています。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・整備に当たっては、自然や生態系、親水性など環境面に
も配慮した整備を行っています。

取組による効果
・中小河川では洪水を安全に流下させます。
・江東内部河川では、洪水や高潮、地震時の水害に対する
安全性を向上させます。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『堤防等の耐震・耐水対策事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等

コンクリートの増厚

地盤改良

鉄筋の増設

地盤改良の様子（隅田川）

「東部低地帯の河川施設整備計画（第二期）」（R3策定）

堤防の耐震対策イメージ

東京都 建設局河川部担当部署

03-5320-5411連絡先

東京都第一建設事務所、第四建設事務所、第
六建設事務所、江東治水事務所

関係機関

取組概要
○東日本大震災を踏まえ、想定し得る最大級の地震が発生
した場合においても、各施設の機能を保持し、津波等によ
る浸水を防止するとともに、地震後に発生する高潮に備え
ることを目的とし、堤防や水門・排水機場等の耐震・耐水
対策を推進します。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・令和３年１２月に、耐震対策の範囲を高潮により浸水が
生じる可能性のあるエリアまで拡大した「東部低地帯の河
川施設整備計画（第二期）」を策定しました。
・隅田川においては、沿川のまちづくりなどと一体的に、
スーパー堤防等の整備を進めています。

取組による効果
・最大級の地震が発生した場合においても、津波等による
浸水を防止します。

堤防等の耐震・耐水対策

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『砂防堰堤の整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、護岸整備等

東京都 建設局河川部担当部署

03-5320-5412連絡先

東京都西多摩建設事務所関係機関

取組概要
・大雨や地震によって発生する土石流を防ぐために砂防堰
堤の整備を行う

取組内容の工夫点・課題・留意点
・事業を進める上で、地元地権者や環境団体への理解や、
環境への配慮が必要となる

取組による効果
・保全対象である成木小学校、集会所、人家、都道への被
害を防ぐ

流域
渓流
警戒区域
特別警戒区域

成木小学校

天ヶ崎公会堂

成木川

流域概要

保全対象：小学校 渓流全景

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0： 荒川下流河川事務所】

『河道掘削』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

②河道掘削 荒川 左右岸10ｋ付近の例

5

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

東京都、沿川自治体等関係機関

取組概要
・洪水を安全に流下させるために必要な箇所等において、
河道掘削を実施します。

・荒川下流部の掘削にあたっては、洪水時の水位や河床変
動等をモニタリングし、河川環境・維持管理も踏まえ行
います。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・河床変動や動植物の生息・生育環境等に配慮
・発生土砂は、築堤等に有効活用

取組による効果
・洪水を安全に流下させる。

墨田区 葛飾区

江戸川区

荒川下流部における河道掘削断面のイメージ

※河川整備計画の目標である昭和22年カスリーン台風と同規模の洪水を
流下させた時の試算の最大値（京成本線荒川橋梁付近）

河道掘削状況

更新



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0： 荒川下流河川事務所】

『京成本線荒川橋梁架替事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

①堤防整備、③橋梁架替

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

京成電鉄株式会社関係機関

取組概要
・橋梁の高さが低いこと等により洪水の安全の流下の阻害
となっている橋梁の架替をし、周辺より低くなっている
堤防のかさ上げを行います。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・東武鉄道や都道、区道、首都高速などと交差しており、
これらを踏まえた仮設計画・施工計画等を検討していま
す。

・鉄道利用者の協力を得て、発生土を築堤工事に利用し有
効活用する等引き続き一層のコスト縮減を図ります。

取組による効果
・洪水を安全に流下させる。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『調節池整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

④調節池整備

◆環状七号線地下広域調節池

◆城北中央公園調節池（石神井川）

＜イメージ＞

＜イメージ＞

延⻑ 約5.4km
内径 12.5m
容量 681,000m3

容量 250,000m3

うち一期分90,000m3

東京都 建設局河川部担当部署

03-5320-5411連絡先

東京都第三建設事務所、第四建設事務所関係機関

取組概要
・護岸整備などの河道整備に加え、豪雨に対して大きな効
果を発揮する調節池の整備を行っています。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・整備に当たっては、公園等の河川沿いの公共用地や道路
の地下空間等を活用し、事業効果の早期発現を図ります。

取組による効果
・洪水の一部を取水し、河道の水位を低下させます。

・環状七号線地下広域調節池は、既存の神田川・環状七号線
地下調節池と白子川地下調節池を連結させる地下トンネル式
の調節池として整備しており、神田川、石神井川、白子川など
5河川で調節池容量を相互に融通することで、時間 100 ミリの
局地的かつ短時間の集中豪雨にも効果を発揮します。

＜整備状況＞

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『調節池整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

④調節池整備

◆矢端川今井２丁目調節池

＜調節池イメージ＞

＜排水区イメージ＞

調節池容量 約2,300㎥

東京都 青梅市 都市整備部土木課担当部署

0428-22-1111連絡先

－関係機関

取組概要
・矢端川に隣接する事業用地に調節池を設け、矢端川の水
位が基準値を超えた場合、超えた雨水が施設に流れ込む構
造となっており、雨水を一時的に貯留いたします。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・将来的に調節池を増設することや、宅地内に浸透施設を設
けることなどが必要であり、様々な対策と併せ、災害への備え
としたいと考えております。

取組による効果
・大雨時に矢端川の水位が上昇した際、雨水の一部を取水す
ることで、調節池下流域への影響を低減させます。

＜整備状況＞

新規



■対策事例【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：荒川下流河川事務所】

『高規格堤防整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（1）洪水氾濫対策

⑤超過洪水対策

高規格堤防整備イメージ

高規格堤防（新田地区）

足立区

令和２年２月撮影

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

東京都、足立区、葛飾区、川口市関係機関

取組概要
○整備途上で施設能力以上の洪水が発生したり、また、計画
規模まで整備が進んでもそれを越える自然の外力が発生し
洪水氾濫した場合においても被害の最小化を図るため、既
存施設の有効活用を含め、地域ごとに必要に応じた対策を
行います。

○高台まちづくりとの連携を図ります。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・高規格堤防の整備にあたっては、まちづくり構想や都市計画
との調整を行い、調整状況を踏まえつつ順次事業を行いま
す。

・具体の地域における高台まちづくりの実践を進めるとともに、
これらの過程で新たに生じた課題等に対して速やかに解決
策を模索していきます。

取組による効果
・堤防の決壊を回避するとともに、氾濫時の貴重な避難場所に
なります。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『下水道排水施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(2)内水氾濫対策

②下水道の排水施設の整備

千川増強幹線
（文京区千石、豊島区南大塚）

王子第二ポンプ所
（北区堀船、東十条）

東京都 下水道局計画調整部計画課担当部署

03-5320-6594連絡先

－関係機関

取組概要
・幹線やポンプ所などの基幹施設や雨水貯留施設を整備す
るとともに枝線を増径する再構築を実施

・急激な豪雨に対応する無注水形先行待機ポンプや、停電
時に対応する非常用発電設備の増強

取組内容の工夫点・課題・留意点
・浸水の危険性が高い地区や浸水被害の影響が大きい大規
模地下街などに重点化して施設整備を推進

・一部完成した施設を暫定的に貯留施設として稼働させ、
早期に整備効果を発揮

取組による効果
・対策実施に伴い浸水被害が減少
・なお、令和元年東日本台風では、和田弥生幹線など8箇
所の貯留施設が満水となり、これまで整備してきた施設
が浸水被害の軽減に効果を発揮（別紙参照）

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『下水道排水施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(2)内水氾濫対策

②下水道の排水施設の整備

谷端川１号幹線
（H13 貯留開始）
貯留量：32,000ｍ³

第二十二社幹線
（H3年 貯留開始）
貯留量：13,700ｍ³

東京駅八重洲口
（H22 貯留開始）
貯留量：3,000ｍ³

谷沢川雨水幹線
（H7 貯留開始）

貯留量：30,700ｍ³

大井水神公園雨水調整池
（H15 貯留開始）
貯留量：400ｍ³

鮫洲幹線
（H22 貯留開始）
貯留量：7,000ｍ³

堀船１号幹線
（H27 貯留開始）
貯留量：2,100ｍ³

凡 例

雨水貯留施設
雨水ポンプ施設

和田弥生幹線※
（H19 本貯留開始）
貯留量：150,000ｍ³

これまでの下水道整備とストック効果

0

500

1,000

1,500

378 

1,135 

58 
0 0 

477 

0 0 0 1 0 

満水になり貯留効果
を最大限に発揮

H１９年 本貯留開始
（150,000ｍ³ ）浸

水
棟
数

H９年 一部貯留開始
H１６年 貯留容量拡大（54,500ｍ³ ）

大きな浸水被害無し

※浸水実績は下水道局調べ

※和田弥生幹線流域における浸水発生状況の推移

H3.9.19 H5.8.27 H16.10.9 H16.10.20 H17.8.15 H17.9.4 H23.8.26 H25.7.23 H25.8.12 H30.8.27 R1.10.12

台風18号 台風11号 台風22号 台風23号 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 集中豪雨 台風19号

時間最大雨量
ミリ/時 38 47 45 28 80 94 55 21 49 67 35

・雨水貯留施設：58か所
合計容量は約60万ｍ³ 
(25ｍプール2,000杯分)

・雨水ポンプ施設：70か所
合計排水能力は毎分約14万ｍ³
(１秒間で25ｍプール８杯分を
空にできる能力)

浸水被害軽減に大きく貢献

〈令和元年東日本台風時の稼働状況〉

〈施設の整備状況〉※令和２年度末現在

・雨水貯留施設全体の貯留率は約６割
(８か所の貯留施設＝図の が満水)

雨水貯留施設
の整備例

（和田弥生幹線）

ポンプ所の
整備例

（神谷ポンプ所）

＜別紙＞

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：北区】

『校庭貯留の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

①校庭貯留

アスファルト舗装工、Ｌ形側溝工、雨水桝設置工、雨水管敷設工
・オリフィス放流孔による流出抑制
・最大貯留水深：２６㎝

北区 土木政策課担当部署

03-3908-9252連絡先

北区教育委員会関係機関

取組概要
○雨水流出抑制の取組として、北区立八幡小学校等校庭に

雨水貯留施設を整備。八幡小学校の施設規模としては、
261m3を貯留する。
本取組については、北区集中豪雨対策計画に関する位
置付けがある。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・校庭貯留の整備の場合、学校の授業等に支障が出ないよ
う配慮が必要

取組による効果
・校庭に一時的に雨水貯留を実施することにより、雨水流
出を抑制することができる。

継続

12



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東大和市】

『雨水貯留施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

①校庭貯留

施設整備：東大和市 まちづくり部都市づくり課

維持管理：東大和市 まちづくり部道路交通課
担当部署

042-563-2111連絡先

－関係機関

取組概要
流出抑制の取組として、東大和市立第四中学校校庭の地

下に雨水貯留施設を整備した。施設規模としては、約
5,200m3貯留することができる。本取組については、条例
等の位置付けはない。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・雨水貯留施設清掃の維持管理費用が多くかかる。

取組による効果
・貯留量が約5,200ｍ3あるので河川等の氾濫を軽減する
ことができる。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：西東京市】

『校庭貯留の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

①校庭貯留

西東京市教育委員会 教育企画課担当部署

042-420-2823連絡先

関係機関

取組概要
道路への雨水流出抑制の取組として、西東京市谷戸第二小
学校の校庭に雨水浸透貯留槽を整備。
385㎥の貯留槽がすでに校庭に設置してあるが、今回工事
ではスロープ下に流れる雨水の流出を抑制するため、41㎥
の貯留槽を追加して設置した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
校門部分に設置したため、児童の登下校に支障が出ないよ
う夏休み工事とした。

取組による効果
雨水流出を抑制し、道路の溢水対策を図った。

令和６年度
雨水浸透貯留槽設置位置

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：武蔵野市】

『建物内の雨水貯留施設の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留浸透施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

武蔵野市立第一中学校 雨水貯留施設施工状況

武蔵野市 下水道課担当部署

0422-60-1868連絡先

武蔵野市教育委員会関係機関

取組概要
流出抑制の取組として、市立小中学校の校庭下に雨水貯

留浸透施設の整備を進めている。施設規模として、400～
800㎥を貯留・浸透する。本取組については、武蔵野市流
域対策実施計画に位置付けがある。
【雨水貯留浸透施設を設けている学校数】
学校数： 13校
参考容量（第一中学校） ：600m3

取組内容の工夫点・課題・留意点
・校庭下への施設設置のため、夏休みを主とした施工にす
るなど、授業等への支障を最小限とする配慮が必要

取組による効果
・下水道本管への雨水流出抑制

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：青梅市】

『住宅等の雨水貯留の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留浸透施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

雨水浸透ます 整備イメージ

16

青梅市環境部下水道課担当部署

0428-22-1111（内線2646）連絡先

－関係機関

取組概要
・雨水浸透施設の設置を促進し、雨水流出抑制による治水
効果と雨水浸透による地下水の涵（かん）養等を図る

取組内容の工夫点・課題・留意点
・雨水浸透施設の計画雨水量は、時間降雨強度１０㎜程度
を処理するものとする。

取組による効果
・令和６年度12基を設置、最大2.7ｔ/hの雨水を浸透

更新



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東大和市】

『雨水貯留施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留浸透施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

東大和市 都市建設部土木課担当部署

042-563-2111連絡先

－関係機関

取組概要
流出抑制の取組として、東大和市立第四中学校校庭の地

下に雨水貯留施設を整備した。施設規模としては、約
5,200m3を貯留することができる。本取組については、条
例等の位置付けはない。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・雨水貯留施設清掃の維持管理費用が多くかかる。

取組による効果
・貯留量が約5,200ｍ3あるので河川等の氾濫を軽減する
ことができる。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東久留米市】

『雨水貯留施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

②雨水貯留施設の整備（建物内の雨水貯留施設、住宅等における各戸貯留）

東久留米市 教育部教育総務課担当部署

042-470-7775連絡先

－関係機関

取組概要
雨水流出抑制及び校庭の冠水対策の取組として、東久留

米市立第六小学校の校庭地下に雨水浸透貯留槽（１７１
㎥）を整備した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・学校運営に影響が最小限となるよう工期等の調整を行っ
た。
・貯留槽のメンテナンス費用等に懸念が残る。

取組による効果
学校敷地外への雨水流出を抑制するとともに、校庭の状

態を良好に保ち、衛生状態の保持に寄与することが期待さ
れる。

浸透貯留槽設置箇所
（３か所 計１７１㎥）
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：豊島区】

『透水性舗装整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

③透水性舗装

豊島区 都市整備部道路整備課担当部署

03-3981-4879連絡先

－関係機関

取組概要
・豊島区では、歩道については、透水性舗装（インター
ロッキング舗装）を行っています。

・本事業は、植栽等の見直しによる歩道の新設。段差解消、
視覚障害者誘導ブロック設置などバリアフリー化・イン
ターロッキング、景観照明による道路景観整備したもの

取組内容の工夫点・課題・留意点
・従前のアスファルト舗装から、インターロッキングブ

ロック（以下ＩＬブロック）に整備。
ＩＬブロックは、車いすで走行する際に、振動がする。
本整備では、バリアフリーペイプを使用したため、振
動を軽減している。また、透水能力も高いものになっ
ている。

取組による効果
・振動が少ない透水機能の高い歩道の整備ができた

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト：東京都】

『雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

④一定規模以上の開発行為に対する雨水貯留・浸透施設の設置義務づけ、指導

東京都豪雨対策基本方針における対策強化流域

東京都 都市整備局都市基盤部調整課担当部署

03-5388-3386連絡先

各区市町村関係機関

取組概要
○東京都豪雨対策基本方針（改定）に基づき区市町村と連
携し、雨水流出抑制施設の設置を促進
【指導】
・公共施設や大規模民間開発などを対象として、一定規模
の雨水貯留浸透施設を設置することとしている

【補助】
・東京都豪雨対策基本方針（改定）において 浸水被害や
降雨特性などを踏まえ、甚大な浸水被害が発生している
流域を対策強化流域として選定し、豪雨対策を強化する

・雨水流出抑制施設の設置促進に向けて地元自治体へ補助
を実施することとしている

取組内容の工夫点・課題・留意点
・民間施設向けの補助は、H30年度より補助率を引き上げ
・公共施設向けの補助は、R2年度より補助対象施設の規模
要件を撤廃

・令和６年度より補助対象施設にグリーンインフラを追加

取組による効果
・河川、下水道への雨水の流入を抑制

（うち、荒川水系に該当する流域は ）

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0： 足立区 】

『上流域の森林整備』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

⑤自然地保全の取組

足立区 都市建設部 都市建設課担当部署

03-3880-5349連絡先

秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町関係機関

取組概要
・令和６年１０月に「荒川放水路通水１００周年」を迎え
ることを契機に、上流域の秩父地域１市４町と治水向上
に寄与する協定を締結し、森林管理費用の一部を提供す
ると共に森林の大切さを啓発している。
※協定期間は、荒川第二・三調節地が完了する年度の年
度末まで。（令和１２年度末完成予定）

取組内容の工夫点・課題・留意点
・間伐材で製造した鉛筆を啓発品に選定し、社会科「国土
の環境を守る～森林とわたしたちのくらし～」の学習に
関連付けて足立区内の全小学校第５学年に配布。

取組による効果
・地球環境保全に対する意識の啓発と醸成。
・新たな森林産業への支援や森林分野における人材育成、
雇用への支援。
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【秩父地域における森林整備】 【間伐材を利用した啓発品】

【流域治水上の森林整備の位置付け】 【木材利用の意義】

【秩父地域の取組み事例】

新規



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：小平市】

『自然地保全の取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

⑤自然地の保全

ビジュアルイメージ
（図表等）

小平市 水と緑と公園課担当部署

042-346-9830（緑生担当）連絡先

－関係機関

取組概要
(市民協働による樹林地保全の取り組み)
小平市と市内のアダプト団体等との協働により、市内の

特別緑地保全地区を中心とした樹林地において、下草刈り
や落ち葉掻きなど樹林地の自然環境の保全活動を実施して
いる。

取組内容の工夫点・課題・留意点
市民協働で実施することにより、市費負担の軽減や市民

の緑化意識の啓発を図っている。

取組による効果
市民協働で実施することにより、市費負担の軽減や市民

の緑化意識の啓発を図っている。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『雨水流出抑制に資する取組』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（３）流域の雨水貯留機能の向上

⑥グリーンインフラ（公園緑地の整備、施設の緑化等（水害対策も実施））

東京都都市整備局都市基盤部調整課担当部署

03-5388-3386連絡先

東京都、沿線自治体関係機関

取組概要
雨水を一時的に貯めたり、しみこませることで、雨が下水道

や河川に急激に流入することを防ぎ、これにより水害の発生
の防止に図る取組。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・あまみず グリーンインフラ CONCEPT BOOK作成

取組による効果
・レインガーデン
・バイオスウェル
・雨庭
・雨水貯留浸透基盤 等の整備
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目標降雨と各施策の役割分担 『東京都豪雨対策基本方針（令和６年12月）』

レインガーデン（雨庭） バイオスウェル（緑溝）

取組事例集の作成雨水貯留浸透効果の確認

流域対策

家づくり・まちづくり対策

新規



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：中野区】

『グリーンインフラ整備（公園緑地の整備、施設の緑化等）事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

(3)流域の雨水貯留機能の向上

⑥グリーンインフラ（公園緑地の整備、施設の緑化等（水害対策も実施））

神田川

本五ふれあい公園 本二東郷やすらぎ公園

広町みらい公園 南台いちょう公園

南台

弥生町

本町

中野区 都市基盤部 公園緑地課担当部署

03-3228-8850連絡先

中野区都市基盤部道路課関係機関

取組概要
中野区都市計画マスタープラン（平成２１年改定）にお

いて、「うるおいを生み出すグリーン・インフラ」の強化
がもとめられており、特に大規模公園をみどりの拠点とし
て位置づけている。このため、緑の少ない区の南部地域に
既存の緑を活かしながら芝生（草地）広場やボール遊びの
できる多目的運動広場などの施設を整備した大規模公園を
順次、供用開始している。

取組内容の工夫点・課題・留意点
各公園の用地特性や区民等から求められる課題を整理し、

公園の主要機能である防災、憩い、スポーツなどを各公園
で分担しながら整備している。

取組による効果
左図の公園は、「中野区みどりの保護と育成に関する条

例」に基づき、公園敷地面積の３０％以上の植栽地を確保
するとともに、「中野区雨水流出抑制施設設置指導要綱」
に基づき、敷地面積に対して６㎥／１００㎡以上の抑制対
策量を有する雨水貯留・浸透施設を設置している。

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：荒川下流河川事務所】

『流域治水の啓発動画』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

⑦道路下の雨水貯留浸透施設

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

関係機関

取組概要
流域治水の取り組みを啓発するため、親しみやすい

かっぱの絵を使った動画を作成。平常時と大雨時のそれ
ぞれで一人ひとりができる取り組みを紹介。

取組内容の工夫点・課題・留意点
多くの方に取り組みを知っていただけるよう親しみや

すさを重視して作成。
街中で待ち時間や街中、市区役所の待ちあい室等のス

ペースで目にした際に見てみようと思えるように、ゲー
ム形式に先が気になる工夫、１分程の尺に短くまとめて
いる。

取組による効果
流域治水の裾野を広げることが期待される。
今後視聴回数の拡大に課題がある。

新規

https://www.youtube.com/watch?v=owtf3X25b3c

https://www.youtube.com/watch?v=8N-aLDg3zVY
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：西東京市】

『道路下の雨水貯留浸透施設整備事業』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（3）流域の雨水貯留機能の向上

⑦道路下の雨水貯留浸透施設

西東京市 都市基盤部下水道課担当部署

042-438-4059連絡先

関係機関

取組概要
道路冠水をする地区の市道下に、雨水貯留浸透施設を設

置することにより、浸水被害の軽減を図る。

取組内容の工夫点・課題・留意点
既存集水桝の横に貯留浸透施設用の集水桝を設置し、取

付管の位置を雨水管の取付管位置より高い位置に設置する。
それにより通常の雨は雨水管で処理し、オーバーフローし
た雨水を貯留浸透施設で処理するようにしている。

取組による効果
道路冠水による浸水被害の軽減

継続

26



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『雨水しみこみプロジェクトの展開』

1.氾濫をできるだけ防ぐ・減らすための対策

（３）流域の雨水貯留機能の向上

東京都都市整備局都市基盤部調整課担当部署

03-5388-3386連絡先

東京都、沿線自治体等関係機関

取組概要
東京都では、流域対策の一層の取組を進めていくために、

雨水しみこみプロジェクトを実施しており、グリーンインフラも含
めて流域対策の取組を推進している。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・雨水しみこみアンバサダーの認定
・雨水しみこみアンバサダー情報交換会
・令和７年度夏休みの自由研究募集
・地下街における避難訓練（新宿東地区・大手町地区「頻
発する豪雨！地下にいるキミはどうする？」を開催

取組による効果
・雨水しみこみアンバサダー ８２企業・団体

（令和7年12月19日時点）

27

東京都

アンバサダー

認定

・ホームページ掲載
・広報動画の配信
・表彰イベント 等

・雨水浸透ますの設置
・レインガーデン等のグリーンインフラ導入
・普及啓発イベント 等

【認定事業者数：82事業者（令和７年12月末現在）】

行政・企業・個人などみんなで取組を広める

雨水しみこみアンバサダー
情報交換会（令和7年2月開催）の様子

新規



荒川下流部はゼロメートル地帯に密集した市街地が広がり、一度堤防が決壊すると甚大な人的被害が発生する可能性が高い。
また、浸水時間が長期に及ぶことが予想されるため、一時避難場所から浸水区域外への二次避難経路を確保する必要がある。
このため、住民の一時避難場所を確保する高台まちづくり・高規格堤防整備を沿川自治体と協働し推進する。
更に、バス等の大型車両が、高台から堤防天端道路等を経由し主要道路（橋梁）に接続させるための対策を実施する。

１）一時避難場所としての高台整備 ２）高台から浸水区域外への二次避難経路の確保

隅切部の軌跡照査・改良 隅切部の軌跡照査・改良

荒 川

高台への
一時避難荒

川

高台から浸水区域外への避難経路を確保するため橋梁と堤防天端が接道する隅
切部はバス等の大型車両の通行が可能か軌跡照査を行い、必要に応じて
改良を実施

沿川自治体と協働し高台を整備し、地域住民の一時避難
場所を確保
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■対策事例

『高台への一時避難及び二次避難経路の確保』

2．被害対象を減少させるための対策

（１）水害ハザードエリアにおける土地利用や住まい方の工夫

①高台まちづくりの推進

継続

【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：
荒川下流河川事務所・東京都】



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『高台まちづくりの推進』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

①高台まちづくりの推進

高台まちづくりのイメージ

大規模水害時のイメージ

東京都 都市整備局市街地整備部企画課担当部署

03-5321-1111連絡先

国土交通省、墨田区、江東区、北区、板橋区、
葛飾区、江戸川区、足立区 他

関係機関

取組概要（線的・面的につながった高台・建物群の創出）
・まちづくりを担う地方公共団体等と河川管理者が一体と
なって、まちづくりや避難に関する計画等を踏まえつつ、
高台まちづくりを推進

(具体的な取組方策）
・計画策定による誘導
・区画整理、公園、高規格堤防等の整備による高台づくり
・避難スペースを確保した建築物等の整備・確保
・建築物から浸水区域外へ移動を可能とする通路整備
・高台まちづくりの実践 等

取組内容の工夫点・課題・留意点
・具体の地域における高台まちづくりの実践を進めるとと
もに、これらの過程で新たに生じた課題等に対して速や
かに解決策を模索していく。

取組による効果
・施設では防ぎきれない大洪水等が発生し、大規模氾濫が
発生しても、命の安全・最低限の避難生活水準が確保さ
れ、社会経済活動が一定程度継続することができる

継続

29



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『都市開発諸制度の活用による高台まちづくりの促進』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

①高台まちづくりの推進

対象地域

東京都 都市整備局都市づくり政策部広域調整課担当部署

03-5388-3227連絡先

墨田区、江東区、北区、板橋区、足立区、
葛飾区、江戸川区

関係機関

取組概要
【目的】
「災害に強い首都『東京』形成ビジョン」（令和2（2020）年12月）
を踏まえ、
民間開発の機会を捉えた高台まちづくりの取組を促進

【取組内容】
公開空地の確保など公共的な貢献を行う建築計画に対して容積率を緩
和する都市開発諸制度について、東部低地帯における高台まちづくり
に資する開発区域内外の取組※１についても公共的な貢献として評価
し、容積率を緩和
（評価対象の例※２）

・水害時の一時避難施設の整備
・避難に資するデッキの整備
・高台公園の整備 など

【評価の対象とする地域】
江戸川、荒川、隅田川及び新河岸川に挟まれた地域
※１ 具体的な内容は、区市町のマスタープラン等における市街地環
境向上の観点からの位置付けを踏まえ、地元自治体との協議のもと
個々の開発計画ごとに開発事業者から示される。

※２ 評価は地元区との協議に基づく

継続
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板橋区 危機管理部地域防災支援課担当部署

03-3579-2152連絡先

国土交通省荒川下流河川事務所
東京都下水道局

関係機関

取組概要
板橋区のかわまちづくり計画では、「河川空間」と「まち空間」が融合し

た良好な空間形成と荒川の堤防決壊に備えた地域防災力の向上に向け、各種
整備を行います。
全体のコンセプトをスポーツゾーンの整備と高台まちづくりとし、レクリ

エーションスポットの整備及び一部既存設備の再整備により、利用者の健康
増進とにぎわいの創出を図ります。また、大規模な水害を想定し、高台を活
用した連絡通路の整備により、安心・安全な避難を実現します。

取組内容の工夫点・課題・留意点
（１）スポーツゾーンの整備
・スポーツによる健康増進や水辺回遊性を高めるために親水護岸整備
・スポーツ利用者が安心して利用できる場所の確保・利便性向上

（２）高台まちづくり
・区立新河岸陸上競技場と堤防天端を結ぶ連絡通路を整備

取組による効果
・緊急一時避難所及び避難経路の確保
・誰でも安心、衛生的、快適に利用できる河川レクリエーション空間へ変容
・連絡通路を整備し、河川空間とまち空間の人流を加速させることによる賑
わいの創出

■対策事例

『板橋区かわまちづくりの取組』

2.被害対象を減少させるための対策 （1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫 ①高台まちづくりの推進

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 (1)避難体制等の強化⑦避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）

【荒川水系流域治水プロジェクト2.0、荒川水系（東京
都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：板橋区】

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：杉並区】

『住宅高床化の取組』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

②住宅高床化

高床化工事の例

杉並区 都市整備部土木計画課担当部署

03-3312-2111連絡先

建築関係者関係機関

取組概要
家屋の浸水被害の防止または軽減を図るため、住宅等の高
床化工事を行うものに対し工事費の一部を助成する。本取
組については、杉並区水害予防住宅高床化工事助成金交付
要綱に位置付けがある。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・用途地域による建築高さ制限から、高床化をすることで
居室部に制約が起きる。

・床下空間に通水口を設けることで遊水効果も発揮させる。

取組による効果

・浸水による被害が軽減される。

継続
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荒川下流部は、洪水や高潮による大規模水害が発生した場合、ゼロメートル地帯も抱えるため、広範囲で長期間の浸水が想定されるため、
避難場所にもなる高台まちづくり・高規格堤防整備を推進しているが、広域避難の実行性を向上させるために、浸水時間を極力短縮する必
要もある。

このため、浸水時にも排水を可能とする排水ポンプ施設の耐水化や水閘門から氾濫水を排水する等、既存施設を活用した浸水時間の短縮
化を検討し必要に応じて対策を行う。

１）既存排水ポンプ施設の耐水化 ２）水閘門を活用した氾濫水の自然排水

前扉

後扉

氾濫水の排水対策として、堤内地側の水位

が高い場合（逆水位）でも水門ゲートを開放できる
構造への検討・改良を行う。

＜例：荒川ロックゲート＞＜耐水化イメージ＞

耐水シャッター 止水壁
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■対策事例

『大規模水害に対応した既存排水ポンプ施設の耐水化、水閘門を活用した氾濫水の自然排水』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

③適切な土地利用等の推進

継続

【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：
荒川下流河川事務所・東京都】



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『土砂災害警戒区域等の指定見直し・公表』

2.被害対象を減少させるための対策

（1）水災害ハザードエリアにおける土地利用・住まい方の工夫

④その他（危険区域の周知）

東京都 建設局河川部担当部署

03-5320-5412連絡先

関係機関

取組概要
・土砂災害防止法第4条に基づき、おおむね５年ごとに土
砂災害の防止のための対策に必要な基礎調査を行い、土砂
災害警戒区域の見直し、結果を公表している

取組内容の工夫点・課題・留意点
・土砂災害警戒区域の公表は、都のHP上で行い、国土地理
院の地図上に表示される

取組による効果
・土砂災害のおそれのある区域を周知
・警戒避難体制の整備
・住宅等の新規立地の抑制

土砂災害警戒区域の区域図

継続
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『荒川3D浸水想定区域図～３Ｄ洪水ハザードマップ～の公表』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

区市町村関係機関

取組概要
・家屋のどこまで浸水するか等が3Dで表現された「荒川3D
洪水浸水想定区域図」を荒川下流河川事務所のホーム
ページにて公開した。

・荒川下流管内における洪水浸水想定区域図の浸水深
メッシュデータを令和５年３月に公表した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・2Dマップから3Dマップを連動して表示し、想定される浸
水状況を写真付きの建物モデルと重ね合わせて3次元で
表現し、洪水リスクを直感的に把握することが可能。

・ピンポイントの浸水深を検索することが可能。

取組による効果
・水害リスクについてわかりやすい情報提供が可能。
・自治体広報や地域防災で荒川3D洪水浸水想定区域図の画
像が活用されている。

■対策事例

荒川３Ｄ浸水
想定区域図
（下流域）

荒川水系洪水浸水
想定区域図

浸水深メッシュ
データ

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】

継続
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東京都 建設局河川部担当部署

03-5320-5164連絡先

区市町村関係機関

取組概要
・浸水リスク情報の提供
・河川監視カメラの設置拡大
・河川監視カメラ映像のライブ動画配信

取組内容の工夫点・課題・留意点
・ピンポイントの浸水リスクをスマートフォン等からでも
簡単に検索できる「浸水リスク検索サービス」を提供して
おり、令和３年12月に「隅田川及び新河岸川流域」を含む
5区域を追加し、都内全14区域での提供を開始
・これまで静止画のみの公開だった監視カメラ映像を、令
和３年６月よりYouTubeを活用したライブ動画配信も開始

取組による効果
・水防災情報の発信・充実により、「洪水時の避難計画の
立案」や「水害に強い生活様式の工夫」、「住民の迅速な
避難行動」を支援

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

『水防災情報の発信強化』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

【浸水リスク検索サービス】

▲QRコード

▲QRコード

【東京都水防チャンネル（YouTube）】

継続
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東京都 建設局河川部防災課担当部署

03-5320-5164連絡先

建設事務所関係機関

取組概要
・河川監視カメラの設置拡大

取組内容の工夫点・課題・留意点
・河川の状況を分かり易くリアルタイムに伝える河川監視カメラの設
置拡大を実施
・荒川水系の河川では、令和４年度に１３箇所増設し、計４６箇所で
YouTubeによる動画を配信中（R５.２月末時点）

取組による効果
・水防災情報の発信強化により、住民の迅速な避難行動を支援

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

『水防災情報の発信強化』

３．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

【河川監視カメラ公開状況】

平常時 増水時

ライブ ライブ

河川監視カメラの公開箇所

【目黒川青葉台観測所】

継続
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東京都 建設局河川部防災課担当部署

03-5320-5190連絡先

区関係機関

取組概要
・高潮浸水想定区域図の改定
・高潮特別警戒水位の再設定

取組内容の工夫点・課題・留意点
・令和２年７月に高潮浸水想定区域の指定を行い、高潮特別警戒水
位の運用を開始
・手引き改定に伴い、高潮浸水想定区域図の改定及び高潮特別警
戒水位の再設定を令和３年度から５年度にかけて検討

〇「高潮浸水想定区域図作成の手引き（令和３年７月改定）」

https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kaigan/takashioshinsui_manual.pdf

〇「高潮特別警戒水位の設定の手引き（令和４年５月改定）」
https://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/kaigan/takashio_keikaisuii_manual.pdf

取組による効果
・区による迅速かつ確実な避難情報発令を支援

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

『高潮浸水想定区域図の改定・高潮特別警戒水位の再設定』

３．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

（１）避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

現在の高潮特別警戒水位

現在の高潮浸水想定区域図
（浸水深）

継続
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『土砂災害危険度情報の発信による土砂災害リスク情報の充実』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

東京都 建設局河川部計画課担当部署

03-5320-5412連絡先

気象庁関係機関

取組概要
・詳細かつわかりやすい土砂災害危険度情報の提供

取組内容の工夫点・課題・留意点
・災害の切迫性を伝える情報の提供
（時系列情報）

・避難が必要な地域を特定する情報の提供
（地区別危険度）

・総合的な判断を支援する情報の提供
（多面的な監視）

取組による効果
土砂災害の危険性が高まった際に、都民の自主避難を促進
するとともに、市区町村による迅速な避難指示の発令を支
援する。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

継続

時系列情報（危険度の推移）

【作成上の留意点】

説明書きは箇条書きで
も、文章でも可。

多面的な監視
1kmメッシュ地区別

地区別危険度

2時間後には降
雨は小康状態

大雨で危険度、土
壌雨量指数が卓越

時系列による地区毎の危険度推移雨量判定図
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『まるごとまちごとハザードマップの設置』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良・周知等

台東区 危機・災害対策課担当部署

03-5246-1092連絡先

関係機関

取組概要
・荒川氾濫時の浸水想定を示すまるごとまちごとハザード
マップを区内の10カ所に設置
・自らが生活する地域の水害の危険性を実感できるよう、居
住地域をまるごとハザードマップと見立て、生活空間である“ま
ちなか”に荒川氾濫時の浸水深にかんする情報を表示する。

取組内容の工夫点・課題・留意点
工夫点
・多くの方の目につきやすい位置に設置
課題・留意点
・スポンサーが少ない

取組による効果
・日頃から目につく場所に設置することで浸水リスクの効
果的な啓発が見込める。
・自治体が費用の負担が無く設置することができる。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：台東区】

継続
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更新『浸水ハザードマップの配布』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良・周知等

港区 街づくり支援部土木課土木計画係担当部署

03-3578-2217連絡先

-関係機関

取組概要
・浸水ハザードマップを窓口で配布
・浸水ハザードマップを港区ホームページで公表

取組内容の工夫点・課題・留意点
・各地区総合支所においても浸水ハザードマップを配布す
ることで、入手しやすくした。
・港区ホームページで公表することで、窓口に来庁しなく
ても入手できるようにした。

取組による効果
・多くの人に浸水ハザードマップを周知することができた。
（令和7年1月末現在で1600部配布）

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：港区】

浸水ハザードマップ ホームページの周知状況

継続
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『ハザードマップの改良及び啓発の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

墨田区 都市計画部危機管理担当防災課防災係担当部署

０３－５６０８－６２０６連絡先

‐関係機関

取組概要
■墨田区水害ハザードマップの改定（令和4年3月）
➢墨田区水害ハザードマップの全戸配布（令和4年6月）
➢思想啓発事業で水害ハザードマップの活用

取組内容の工夫点・課題・留意点
■墨田区水害ハザードマップ改定のポイント
高潮の浸水深、浸水継続時間の地図の追加、内水の地図

データの更新、避難行動フローチャートのページの追加、
WEB版ハザードマップの新設、書き込みができる「マイ・
タイムライン」ページの追加など

取組による効果
・水害リスクの周知促進が図れた。
・災害時の情報収集方法や避難行動の周知促進が図れた。
・様々な対象の方に周知が可能になった。

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：墨田区】

墨田区水害ハザードマップの取組

●
避
難
行
動
フ
ロ
ー
チ
ャ
ー
ト

●
マ
イ
・
タ
イ
ム
ラ
イ
ン

●やさしい日本語版

●外国語版（英・中・韓）

継続
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『公開型GISへのハザードマップの反映』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良・周知等

中野区 総務部防災危機管理課担当部署

03-3228-8933連絡先

関係機関

取組概要
中野区公開型GIS「なかのデータマップ」にて、水害時避
難所や浸水想定深といったハザードマップに掲載している
情報を確認できるようにした。

取組内容の工夫点・課題・留意点
災害時の避難所開設状況等を上記GISに反映するといった、
リアルタイムで区民に対する視覚的な情報提供ができれば、
更なる被害の軽減につながると考える。

取組による効果
ハザードマップと比べ、詳細な地図情報が確認できるため、
避難計画の策定の参考資料等としても期待できる。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：中野区】

継続
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『ハザードマップ解説動画の作成』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

北区 危機管理室防災・危機管理課担当部署

03-3908-8184連絡先

北区関係機関

取組概要
区民の大規模水害への知識を深めるため、「ハザードマッ
プ解説動画」を作成した。
「基礎知識編」、「実践編」の２本を通してハザードマッ
プの活用方法について解説している。

取組内容の工夫点・課題・留意点
効率よく知識の定着を図れるよう、「基礎知識編」と「実
践編」の２本立てとしている。

取組による効果
公開からの再生回数は２０００回を超え、ハザードマップ
活用方法の普及に寄与している。

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：北区】

継続
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『江戸川区水害ハザードマップ改定』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

①ハザードマップの改良、周知等

江戸川区 危機管理部防災危機管理課担当部署

03-5662-1992連絡先

関係機関

取組概要
Ｒ5年度に有識者による検討委員会及び意見聴取会を実施し、

区民にわかりやすい内容として概要版と詳しく知りたい方用の
本編を作成。

令和６年１２月に東京都の高潮浸水想定区域図が見直され、
地図面の改定を行った。
今年の７月に概要版を全戸配布した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
これまで行っていた検討委員会に加え、区民の意見を反映す
るため区議会議員、連合町会長、小・中学校ＰＴＡや各関係団
体、無作為抽出で選出した区民の方々による意見聴取会を開
催した。

過去のハザードマップは大規模水害に特化していたが、大規
模水害が予想される時とされない時の「とるべき行動」、「避難
計画」を記載した。

取組による効果
説明会のアンケート結果で「よくわかった」「わかった」「どちら
かといえばわかった」の合計が90％となった。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：江戸川区】

※別紙「各対策のバーチャート」における分類
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『首都圏における広域的な避難対策の具体化に向けた検討会』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1) 避難体制等の強化

②タイムラインの策定・運用

内閣府 政策統括官（防災担当）
東京都 総務局総合防災部

担当部署

内閣府 03-3501-5693
東京都 03-5388-2486

連絡先

江東５区 他関係機関

取組概要
平成30年６月に設置した「首都圏における大

規模水害広域避難検討会」において、関係機関
と検討を進め、令和４年３月に「広域避難計画
策定支援ガイドライン」をとりまとめました。
同ガイドラインを踏まえ、広域避難対策のさら
なる具体化を図るべく、令和４年度より「首都
圏における広域的な避難対策の具体化に向けた
検討会」を設置しました。

取組内容の工夫点・課題・留意点
広域避難先開設・運営、避難手段・誘導、情

報発信・伝達について、それぞれワーキンググ
ループを設置して検討を実施中。

取組による効果
広域避難の実効性確保に向けた具体化が進み

ます。

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：内閣府・東京都】

検討会の構成

検討例（首都圏大規模水害広域避難計画モデルについて（中間のまとめ））※第６回検討会 資料１

継続
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■対策事例

『荒川下流タイムラインの策定・運用の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

②タイムラインの策定・運用

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

内閣府、水資源機構、気象庁、東京都、千代田
区、中央区、港区、文京区、台東区、墨田区、
江東区、北区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾
区、江戸川区 他

関係機関

取組概要
・荒川下流域水防災タイムラインは、現在沿川16市区を含

む全37機関54部局で運用している。
・適切な分散避難の実現とその実効性を高めること等、

「荒川下流TLの見直し・強化」を目的として、足立区を
モデルとした「荒川下流分散避難検討WG」をR3に設置し、
5回のWGを経て、R5.1に「水害時の分散避難推進の手引
き」を公表。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・手引きに作成については、今後は分散避難をスタンダー

ドとした質の高い避難を目指すため、モデル地区でアン
ケートの実施、感染症専門家の意見等を取り入れ、分散
避難のあり方、留意点等をまとめた。

取組による効果
・今後、FUを行って課題、効果等を検証する。

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】

継続
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『コミュニティタイムライン作成支援事業の実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

②タイムラインの策定・運用

北区 危機管理室防災・危機管理課担当部署

03-3908-8184連絡先

関係機関

取組概要
地域における避難行動計画であるコミュニティタイムライ
ンを作成することで、大規模水害（荒川氾濫）から身を守
るための、地域特性を踏まえた避難行動を地域全体で共有
することを目的とする。令和４年度から引き続き、２年目
（３地区／１１地区）。

取組内容の工夫点・課題・留意点
地域住民とのワークショップを通して、区の考え方や水害
の知識を身に着けていただくと同時に、避難先等について
具体的に検討を進めた。

取組による効果
令和６年２月、対象地域に全戸配布することで、普段防災
への意識が薄い層にも高台（分散）避難の重要性を啓発す
る。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：北区】

継続
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『河川水位確認を目的としたAI解析による実証実験』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

②タイムラインの策定・運用

江戸川区 危機管理部防災危管理課担当部署

03-5662-2037連絡先

関係機関

取組概要
・河川カメラのライブ映像による河川氾濫状況の監視に加
え、AI解析を用いた画像解析により水位の確認を行う。
スケジュール（予定）
令和5年度 AI解析用カメラ設置
令和6年度 データ収集
令和7年度 AI解析による水位予測を開始

取組内容の工夫点・課題・留意点
・各カメラの用途としては健康サポートセンターや小学校
から江戸川や新中川などの水位監視
・今回のAI解析では、水位観測を目的としているため、堤
防と水面との境を判断する必要があり、堤防との見通しが
取れて、画面上で堤防が直線となる箇所を選定する必要が
あるため、記載している4箇所の施設を選定

取組による効果
・AI活用による水位観測・予測を担うことで、水位観測を
行う職員の負担軽減や区民への正確かつ迅速な情報発信に
つなげる。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：江戸川区】

継続
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『東京マイ・タイムラインセミナーの実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

更新

東京都 総務局総合防災部担当部署

03-5388-2486連絡先

区市町村 他関係機関

取組概要
〇町会・自治会、学校、企業などを対象とした出前講座や、
地域でマイ・タイムラインの作成指導ができる人材を育成
する作成指導者講座などの実施。

【令和６７年度実施セミナー】
・町会・自治会向けセミナー（東京防災学習セミナー等）
・学校出前講座
・親子セミナー
・企業セミナー
・地域リーダー講習会
・自治体職員向けセミナー など

➣令和６７年度は都内各所で計80回程度実施見込

〇風水害の脅威を体感できるVR体験会も実施。
・地域の防災訓練、防災イベント など

セミナーの様子 VRゴーグル体験
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『（小中学校を含む）防災教育の推進の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

関係機関合同の防災教育
（荒川下流からは自然災害体験車等を設営）

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

水資源機構、気象庁、東京都、千代田区、中央
区、港区、文京区、台東区、墨田区、江東区、
北区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸
川区

関係機関

取組概要
・社会科授業「水害からくらしを守る」にて、ゲスト
ティーチャーとして参加し水害リスク等を説明（北区）
・関係機関合同の防災教育を実施（参加機関：東京都、北
区、東京管区気象台、荒川下流河川事務所）

取組内容の工夫点・課題・留意点
・社会科授業の参加は、過去に行った実践教育の課題から、
災害は起こりうること、水害のリスクを学習すること等を
テーマに授業を行った。
・授業では３Ｄ管内図、動画、シミュレーション等を活用
し、分かりやすい説明になるように実施した。

取組による効果
・継続して実施し、アンケート等により改善を図る。

■対策事例

社会科授業「水害からくらしを守る」
ゲストティーチャーとして参加

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】

継続
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■対策事例

『オンライン学習支援プログラムの取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】
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更新

オンライン学習の様子（小学校）

荒川下流河川事務所 地域連携課担当部署

03-3902-8745連絡先

－関係機関

取組概要
荒川知水資料館（アモア）の学習支援プログラムの1つ

として、Zoom等のWeb会議ツールを活用したオンライン学
習を実施している。荒川の治水の歴史や取り組み、防災に
対する自助共助の考え方を中心に、学校の要望や地域の実
情を踏まえた内容を提供している。

取組内容の工夫点・課題・留意点
学校側が利用しやすいよう、流域治水を題材としたオン

ライン学習の活用事例をまとめたガイドブックを作成して
いる。
また、学習効果を高めるため、荒川知水資料館の見学と

オンラインを組み合わせた事前・事後の学習支援利用を推
進している。

取組による効果
オンライン学習を利用したことがきっかけで、荒川知水

資料館の見学に訪れる学校が見られるようになった。令和
元年東日本台風の記憶が薄れつつあるなか、当時の写真や
映像を見せることで、水防災意識の向上つながっている。

オンライン学習の様子（荒川知水資料館）



『気象防災ワークショップの実施～毎年の取組みとして～』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

気象庁東京管区気象台担当部署

042-497-7216連絡先

地方公共団体関係機関

取組概要
・市区町村が発令する避難情報を疑似体験するグループワーク。
・このワークショップを通じて、防災気象情報を適切に理解し、
⾃治体の体制の強化や避難情報の発令のタイミングなど判断の
ポイントを学んでいただき防災対応⼒の向上を目指す。

・気象庁では、すべての⾃治体を対象に実施。
・毎年の取組みとして改善を重ねていく。
取組内容の工夫点・課題・留意点
・ここ数年はオンラインも⽤いて実施。
・グループワーク資料は全国⼀律のため、実感が湧かないとの声も。
⇒ “我が事感” を持って取り組んでもらえるよう、
東京版資料を作成した。

取組による効果
・防災担当初心者をはじめ各⾃治体からは、防災気象情報等に
対する理解も進むため、継続的に実施して欲しいとの評価もいただ
いている（実施後アンケートより）。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京管区気象台】

ワークショップ実施の様子

継続
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新規
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■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：板橋区】

『防災教育』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

板橋区 危機管理部地域防災支援課担当部署

03－3579－2152連絡先

区内小学校・中学校・高校関係機関

取組概要
・区内小学校・中学校・高校にて以下の項目の防災教育を実施
〇避難所VR動画資料
〇段ボール間仕切りを使った避難所での居住スペース体験
〇マンホールトイレを使った災害時トイレ体験
〇備蓄倉庫探検
〇水害ワークショップ
・地域（町会・自治会）・消防を交えた防災教育を実施
（新河岸小学校・舟渡小学校・板橋第二中学校）

取組内容の工夫点・課題・留意点
・防災教育リーフレットを作成し、どのような防災教育が実施
できるか提示
・職員の出向人数も限られるため、授業のマニュアルを整備
・学校・学年によって求める防災教育の内容が異なるので、柔
軟に対応できるか検討が必要

取組による効果
・防災に関する興味と知識を身に付けることで、発災時に命を守る行
動がとれる（自助）
・小学生・中学生・高校生のうちから防災に関する知識を身に付ける
ことで、積極的にまちのために行動する大人へと成長できる（共助）
・防災教育で地域の人と触れ合うことで顔の見える関係を構築⇒
発災時に助け合うことができる（共助）

新規



■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：文京区】

『「防災クイズラリーキット」の作成』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

文京区総務部防災課担当部署

03-5803-1179連絡先

なし関係機関

取組概要
・区で発行しているハザードマップ等の内容を難易度別の
クイズにし、スタンプラリー形式で楽しみながら防災に関
する知識を習得してもらう「防災クイズラリーキット」を
作成し、区主催の防災訓練等で活用しました。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・幅広く活用していただけるよう、地域住民が主催の訓練
や防災イベントに対してもスタンプラリーの貸出を行って
います。

取組による効果
・楽しみながら学ぶことで、幅広い世代にハザードマップ
の内容等を知ってもらうきっかけとなることが期待できま
す。

【問題用紙】 【解答用紙】

【スタンプデザイン】

継続
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『職員防災訓練（水害編）の実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１）避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

江戸川区 危機管理部防災危機管理課担当部署

03-5662-2037連絡先

関係機関

取組概要
○各部対応訓練
・令和５年度に策定した江戸川区業務継続計画（水害編）
の非常時優先業務を参考に大規模水害時を想定した訓練を
実施。フェーズについては、台風上陸３日前から発災直後
までを想定。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・初めての大規模水害を想定した訓練であり、課題を確認
することを目的に各部が主体的に訓練シナリオを作成して
実施できるように工夫した。具体的には、各部によって主
となる活動のフェーズが異なるため、詳細なルールは設け
ずに実施した。今後の課題としては、本部や各部間での連
携した訓練の実施及び全庁での議論が必要である。

取組による効果
・職員一人ひとりが役割を自覚し、災害対応力の向上につ
なげるとともに、訓練を重ね課題解決へつなげる。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：江戸川区】

継続
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『水害からの避難に関する多言語の動画を作成』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

③防災教育や防災知識の普及

江戸川区 危機管理部防災危機管理課担当部署

03-5662-1992連絡先

関係機関

取組概要
・講演会に参加できない区民及び外国人のために、水害か
らの避難について説明する動画を作成。

・外国人向けに作成した動画は、やさしい日本語、英語、
中国語、韓国語及びヒンディー語の５種類となる。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・ネイティブの方に吹き込みをしてもらった。
・江戸川区在住の外国人の中で割合が大きい、インド人に
向けてヒンディー語も作成した。

取組による効果
・区内在住の外国人に対して江戸川区の地勢や水害のリス
クを把握してもらい、いざという時に避難行動がとれる
ようになる。

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：江戸川区】

ヒンディー語版

やさしい日本語版

継続
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■対策事例

『排水ポンプ車出動要請の連絡体制を整備し、排水計画に基づく排水訓練の実施の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

④排水計画作成及び訓練の実施

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】

58

更新

機器操作訓練の実施（荒川下流河川事務所）

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

内閣府、水資源機構、東京都、千代田区、中央区、台
東区、墨田区、荒川区、江戸川区、川口市、板橋区、
東京国道事務所、相武国道事務所、災害協定会社

関係機関

取組概要
・国土交通省や自治体の職員、協定会社を対象とした
災害対策用機器の操作訓練を例年実施している。

（Ｒ３～Ｒ６年度は感染症拡大防止等のため、荒川下流河
川事務所単独で実施）

取組内容の工夫点・課題・留意点
・自治体参加時においては、災害時における自治体への貸
付方法、窓口等を案内している。

取組による効果
・訓練により操作方法の習得に加え、作業計画・指示を行
うために必要な知識の習得



東京都 建設局河川部防災課担当部署

03-5320-5190連絡先

国、区、消防庁関係機関

取組概要
・排水施設や排水ポンプ車等の効率的な運用方法等を取りまとめた
「東京都における排水作業準備計画」を作成（令和４年８月公表）

取組内容の工夫点・課題・留意点
・高潮浸水想定区域図において72時間以上浸水が継続する１４区を
対象にして、９エリアに分けて情報を整理
①全エリア共通事項（対象となる全区に共通する事項）

排水作業開始までの流れ、排水ポンプ車等の保有状況・諸元、排
水ポンプ車等の配置方法 など
②エリア別事項（エリアごとに固有の事項）

排水施設の位置や集水区域、排水施設への燃料補給ルート、標
高図、排水ポンプ車の配置候補地、堤防種別など河川施設の情報
など

取組による効果
・浸水後の社会経済被害の最小化
・都民生活の早期の復旧、復興

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

『東京都における排水作業準備計画について』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

④排水計画作成及び訓練の実施

＜排水施設への燃料補給ルート＞

＜集水区域図＞

＜排水ポンプ車の配置候補地＞

＜標高図＞

＜都所有の排水ポンプ車＞ ＜配置イメージ（土堤）＞

継続
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東京都 建設局河川部防災課担当部署

03-5320-5164連絡先

建設事務所、区市、消防庁関係機関

取組概要
・毎年、都保有の排水ポンプ車の操作訓練を実施
 排水ポンプ車の性能紹介
 水防管理団体職員による排水ポンプ車操作訓練

取組内容の工夫点・課題・留意点
・令和５年度より、１４区を対象として排水作業準備計画に基づく、図
上訓練及び実地訓練を実施
（図上訓練）
 浸水規模に応じたポンプ車の配置場所やアクセスルート等を定めた

排水計画を作成する訓練
（実地訓練）
 地元区や消防署と合同で、堤防上などでの実際の排水作業を想定

した訓練

取組による効果
・ 区市との連携を強化
・ 水害時における水防活動の円滑かつ迅速化

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：東京都】

『区市町村との合同排水ポンプ車操作訓練の拡充』

３．被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

④排水計画作成及び訓練の実施

〇１０建設事務所で１台ずつ保有し、
計１０台配備

配備台数

特徴

【移動式排水ポンプ車】

〇毎分５㎥の排水が可能な水中ポンプ
を２台積載

〇軽量ポンプで、簡単に持ち運び可能

継続
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■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：板橋区】

『おうちで備えるキャンペーン（ローリングストック周知、防災教育）』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑤災害に備えた家庭内の食料備蓄の推進

更新

61

板橋区 危機管理部地域防災支援課担当部署

03－3579－2152連絡先

区内商業施設など関係機関

取組概要
・区内商業施設での期間限定防災用品販売棚の設置による意識啓
発⇒区が作成した「おうちで備えるキャンペーン」のPOPを活用
・区内商業施設へのポスター・チラシ・パンフレット設置による
意識啓発
R7年度の参加実績：４４店舗

取組内容の工夫点・課題・留意点
・「おうちで備えるキャンペーン」の参加企業を増やすため、当
キャンペーンのポスターやPOPを区ホームページに掲載し、企業が
自由にキャンペーンに参加できるよう運用を変更
・Instagramにておうちで備えるキャンペーンの周知、BIツールを
活用した周知を行う
・認知度を高め、参加企業にもメリットがあるようなキャンペー
ンに改善していく必要がある

取組による効果
・防災と普段の生活が密着していることを区民に広く周知し、防
災意識啓発をはかる
・災害時に必要な対策をわかりやすく伝え、区民が正しく災害に
備えることにつながる



■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：板橋区】

『止水板設置の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑥庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進（耐水化、電気設備の嵩上げ、止水板の設置）

止水板設置状況写真

板橋区 土木部土木計画・交通安全課
啓発・助成係

担当部署

03-3579-2297連絡先

－関係機関

取組概要
・建物の浸水被害の防止・軽減を図るため、出入口などへ

の止水板の設置及びこれに伴う関連工事を行う方に、工
事費用の一部を助成。

・根拠となる要綱
東京都板橋区止水板設置工事助成交付要綱

取組内容の工夫点・課題・留意点
・区民の浸水被害に対する意識は高まっているが、止水板

の設置費用が高額なため、事業所や集合住宅に比べ個人
住宅への導入が比較的進んでいない。

取組による効果
・近年多発している都市型水害に対して、床上・床下・地

下室への浸水を軽減させる。
・区民自ら対策を講じるよう誘導できる。

継続
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■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：港区】

『避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑦避難施設等の整備、確保（避難路、避難所等）

ビジュアルイメージ
（図表等）

避難所設置状況

港区 防災危機管理室防災課担当部署

03-3578-2541連絡先

－関係機関

取組概要
災害対策基本法(昭和36年法律第223号)第49条の4第1項及
び第49条の7第1項の規定に基づき、指定緊急避難場所及び
指定避難所を指定しています。

取組内容の工夫点・課題・留意点

取組による効果
災害の危険が切迫した場合における居住者等（避難のため
の立退きを行った居住者、滞在者その他の者を含む。）の
安全な避難先を確保できる。

継続
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『広域避難先施設の確保』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑧民間施設を活用した避難場所等の整備、確保

東京都総務局総合防災部防災計画課担当部署

03-5388-2486連絡先

中央区・台東区・墨田区・江東区・北区
荒川区・板橋区・足立区・葛飾区・江戸川区

関係機関

取組概要
大規模水害時における自治体の行政区域を越える避難につ
いて、避難先となる広域避難先施設管理者や関係機関と連
携し、確保を進めている

取組内容の工夫点・課題・留意点
複数の関係機関が連携・協力して確保した広域避難先の開
設運営について、さらなる具体化が必要である

取組による効果
広域避難先施設は、都内の浸水想定区域外にある大規模施
設を基本としており、施設管理者等と調整し、理解を得た
上で、現在、国や企業、大学等19団体と施設利用の協定の
締結をしている

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

大規模水害時の広域避難先施設について、令和４

年に内閣府と東京都が共同で設置した「首都圏に

おける広域的な避難対策の具体化に向けた検討

会」等における検討を踏まえ、東京都が広域避難

自治体相互間や広域避難先施設立地自治体との

調整を行うとともに、複数の広域避難自治体の代表

窓口として、広域避難先施設管理者との調整を

行った上で、東京都と広域避難先施設管理者の間

で「包括協定」を締結し、広域避難先施設の確保を

進めている。

※別紙「各対策のバーチャート」における分類
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『災害時における移動手段や宿泊施設の確保に関する連携協定を締結』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑧民間施設を活用した避難場所等の整備、確保

墨田区 都市計画部危機管理担当防災課担当部署

03-5608-6206連絡先

東武トップツアーズ株式会社関係機関

取組概要
災害時に高齢者や障害者等の要配慮者が安心して
避難ができるよう、移動手段の確保を目的とした協定。
また、本協定では移動手段だけでなく、発災時に他機関の
応援職員を受け入れるための宿泊場所の確保も含んでいま
す。

取組内容の工夫点・課題・留意点
災害時において、高齢者や障害者などの要配慮者は、自力
で遠くまで歩いて避難することが難しかったり、移動手段
が限られているため、民間業者と協定を締結した。

取組による効果
災害時において、旅行会社のネットワークを活かしてバス
を独自に派遣し、要配慮者の避難を促進する。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：墨田区】

継続
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『緊急一時退避場所の運用』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

（１）避難体制等の強化

民間施設を活用した避難場所等の整備、確保

板橋区 防災危機管理課担当部署

03-3579-2159連絡先

―関係機関

取組概要

台風などに伴う荒川氾濫の危険性が高まった場合の基本的
な避難行動である「分散避難」や「高台避難」が間に合わ
ない場合に備え、緊急的に命をつなぐために退避できる
「緊急一時退避場所」の運用を令和7年度より開始した。

取組内容の工夫点・課題・留意点

「避難指示（区が発令）」を発令したタイミングで開設し、
水位が低下する３日間を目途に運用を行う。

取組による効果

「分散避難」や「高台避難」が間に合わない場合の緊急的
に命をつなぐ「緊急一時退避場所」の確保。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：板橋区】

66

緊急一時退避場所案内板

MFLP･LOGIFRONT東京板橋の想定
●退避スペース：２～６階の車路 計4,881㎡
●収容想定人数：約1,000人

新規



『水害時における民間集合住宅との一時避難協定の締結に係るガイドラインについて』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑧民間施設を活用した避難場所等の整備、確保

葛飾区 地域振興部危機管理課担当部署

03-5654-8572連絡先

―関係機関

取組概要
・協定のためのガイドラインを作成することで、協定に対
し理解促進を図り、協定を結びやすいようにしている。
・マンションと町会で協定を結ぶ場合には、水害一時避難
施設への避難受入人数を上限として、簡易トイレとアルミ
ブランケットを備蓄物資として提供しています。

取組内容の工夫点・課題・留意点
備蓄品を提供することで、避難協定を積極的に結べるよう
な環境づくりをした。

取組による効果

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：葛飾区】

避難受け入れ人数を上限に下記物品を提供し
ている。

地震時に集合住宅の備蓄としても使えるため、
受け入れる側にもメリットがある

継続
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■対策事例

『避難確保計画作成支援DVD及び手引き作成の取組』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難計画作成の支援ツールの充実

避難確保計画作成支援ＤＶＤを作成

ＤＶＤ

要配慮者利用施設の避難確保計画の作成方法について
説明資料と紹介動画の公開

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

千代田区、中央区、港区、文京区、台東区、墨田区、江東区、北
区、荒川区、板橋区、足立区、葛飾区、江戸川区関係機関

取組概要
・避難確保計画作成を支援するＤＶＤ及び手引きを作成

・要配慮者利用施設の避難確保計画の作成方法について
説明資料と紹介動画の公開
〇国土交通省のホームページ

「要配慮者利用施設の浸水対策」
https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouh
ou/jieisuibou/bousai-gensai-suibou02.html
〇避難確保計画の作成に関する紹介動画(YouTube)

https://www.mlit.go.jp/river/bousai/main/saigai/jouh
ou/jieisuibou/youtube/index.html

取組内容の工夫点・課題・留意点
・各区で個別に説明会を開催した。

取組による効果
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進が図れた。

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】

継続
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■対策事例

『要配慮者利用施設の避難確保計画に基づく訓練のパンフレット作成』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難確保計画作成の支援ツールの充実

荒川下流河川事務所 流域治水課担当部署

03-3902-3220連絡先

荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対
策協議会

関係機関

取組概要
・要配慮者利用施設が水災害時の避難に対して抱える課題
毎に、解決するヒントとなる事例集として、『水害時の避
難訓練でお悩みのみなさまへ』を「荒川水系（東京都）大
規模氾濫に関する減災対策協議会」で作成。協議会構成自
治体から施設へ周知し、水害時の避難訓練実施を促進、避
難の実効性向上を図る。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・アンケート結果を元に訓練の実施あたって施設が抱える
課題ごとに解決するヒントとなる事例や参考となる資料を
全国から集約して提示。

取組による効果
・各自治体を通じて各要配慮者利用施設で避難確保計画に
基づく訓練の実施率の向上を期待。

【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会
：荒川下流河川事務所】

https://www.ktr.mlit.go.jp/ktr_content/content/000935152.pdf

要配慮者利用施設
へのアンケートで
出た課題に対して
解決のヒントとなる
事例、参考になる
資料を提示

新規

69



『避難確保計画作成の手引き及びひな型の配布』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難計画作成の支援ツールの充実

中央区 環境土木部管理調整課担当部署

03-3546-5420連絡先

関係機関

取組概要
・避難確保計画作成を支援する手引きを作成

・要配慮者利用施設の避難確保計画の作成方法について手引きと
ひな型を区ホームページで公開
〇中央区のホームページ

https://www.city.chuo.lg.jp/a0034/bousaianzen/bousai/bousai
taisaku/suigaisonae/hinanplan.html

取組内容の工夫点・課題・留意点
・出水期の前に避難確保計画未作成の要配慮者利用施設に
対し、手引きとひな型を配布している。

取組による効果
・要配慮者利用施設の避難確保計画作成の促進が図れた。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：中央区】

▲中央区ホームページ

▲避難確保計画作成の手引き

継続
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『避難確保計画作成支援システムの導入』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

（１）避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難計画作成の支援ツールの充実

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：北区】

更新

北区 危機管理室防災・危機管理課担当部署

03-3908-8184連絡先

関係機関

取組概要
要配慮者利用施設が避難確保計画を円滑に作成・訓練実施
を報告できるようにクラウド型の計画作成支援システムを
導入した。

取組内容の工夫点・課題・留意点
あらかじめ、システム内に記載例や施設毎のハザード情報
が入力されているため、避難計画作成の手間が省ける。ま
た、区から一斉連絡を行うことができるため、実際の災害
時にも安否確認等で活用を見込んでいる。

取組による効果
現在、区で点検中ではあるが、３８８施設中２５４施設か
ら計画の提出を受けている。また、訓練実施報告について
もシステム導入前より増加した。
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『要配慮者施設への計画作成勧奨』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑨要配慮者利用施設における避難計画の作成・避難訓練の実施、及び避難計画作成の支援ツールの充実

葛飾区 地域振興部危機管理課担当部署

03-5654-8572連絡先

―関係機関

取組概要
避難確保計画が未提出の施設を抽出し、書類・電話での作
成勧奨を行った。

取組内容の工夫点・課題・留意点
書類での勧奨だけでなく、直接電話でやり取りをすること
で、施設側に避難確保計画を作成する意義や重要性を理解
してもらい、計画の作成につなげられるよう留意した。

取組による効果
複数の未提出施設から計画の提出があった

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：葛飾区】

ホームページの案内にフローチャートを用い、
伝わりやすいように周知している

継続
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『令和７年度 新宿区・第四消防方面合同水防訓練』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１)避難体制等の強化

⑪水防活動における連携強化、支援

新宿区みどり土木部道路課担当部署

０３－５２７３－３５２５連絡先

新宿区、消防署、消防団、東京都関係機関

取組概要

台風及び集中豪雨による水害に備えるため、「新宿区・
新宿区内消防署合同水防訓練」を実施。

（実施日：令和5年5月27日）

取組内容の工夫点・課題・留意点

河川からの溢水を想定し、現地巡回・点検から溢水時対
策（積み土のう工法、連結土のう工法、マンホール噴出防
止）等を実施。

取組による効果

合同水防演習実施による、水防活動上の技術継承や各機
関との連携強化。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：新宿区】

更新
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『令和６年度台東区・三署合同総合水防訓練』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１）避難体制等の強化

⑪水防活動における連携強化、支援

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：台東区】
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台東区 道路管理課、危機・災害対策課担当部署

03-5246-1302連絡先

台東区、消防署、消防団、警察署
東京都下水道局、東京地下鉄㈱

関係機関

取組概要
台風や集中豪雨等による水害に備えるため、関係機関及

び地元住民の協力を得て、区・消防署合同で水防訓練を実
施（令和7年6月7日）

取組内容の工夫点・課題・留意点
台風が接近した影響により発生した集中豪雨による家屋

への浸水や下水道人孔からの溢水などの被害を想定し訓練
を実施した。
区庁舎に設置した災害対策本部と消防各署隊本部との通

信状況を訓練会場でモニタリングし、本部からの指示等に
応じて各種水防工法演習等を行った。

取組による効果
・水防工法や排水ポンプ操作などによる参加者の習熟
と意識醸成

・衛生通信回線を活用した関係機関相互の情報連携の
強化・伝達スキルの向上 など

積み土のう工法訓練

マンホール噴出防止
工法訓練

更新



『京成本線荒川橋梁部における水防訓練の実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(１）避難体制等の強化

⑪ 水防活動における連携強化、支援

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：足立区】

都市建設部 都市建設課担当部署

03-3880-5478連絡先

荒川下流河川事務所・京成電鉄株式会社関係機関

取組概要
周辺の堤防より低く、大型台風等により水位が上昇した場
合に越水の危険性が高い京成本線荒川橋梁部において、営
業終了後の軌道敷内で止水板を設置する水防訓練を行った。

取組内容の工夫点・課題・留意点
訓練従事者20人のうち半数は初めての訓練参加だったが、
作業の効率化を図り、前年度と同様の時間（約26分）で設
置を終えることができた。

取組による効果
止水板設置作業の一層の効率化を図り、迅速な水防活動を
実施することで、越水による水害から区民の生命・財産を
守ることができる。

設置完了状況

設置作業状況

更新
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『京成本線荒川橋梁部水防訓練の実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑪水防活動における連携強化、支援

葛飾区 都市整備部調整課担当部署

03-5654-8374連絡先

荒川下流河川事務所、京成電鉄、足立区関係機関

取組概要
京成本線荒川橋梁付近の堤防は、周辺の堤防に比べて低

く、戦後最大雨量（３日間流域平均）を記録した令和元年
東日本台風による増水で、ピーク時の水位が橋梁桁下約１．
２ｍまで上昇しました。
葛飾区・足立区は「京成本線荒川橋梁部における水防活

動手順書」を取りまとめ、荒川下流河川事務所・京成電鉄
株式会社を加えた４者で水防活動に関する確認書を締結し
ました。
令和４年度より、水防活動手順書に基づく対策の水防訓

練を実施している。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・水防活動の手順書に基づき、実際の線路上で電車の運行
停止後に、工法の手順、施工性等の確認、検証を行い、都
度改善し取り組んでいる。

取組による効果
・越水防止対策工法の妥当性や関係機関との連携方法等を
確認、検証した。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：葛飾区】

止水板設置 大型水のう設置

完了状況（全景）
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『北区大規模水害避難行動支援計画の策定』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑫災害時の復旧、支援

北区 危機管理室防災・危機管理課担当部署

03-3908-8184連絡先

北区関係機関

取組概要
大規模水害時における避難行動要支援者の避難に関して必
要な支援や支援の優先度を整理することにより、区民全員
が逃げ遅れない「誰ひとり取り残されない避難」を目指し
ていく。

取組内容の工夫点・課題・留意点
計画の対象となる約５０００人の避難行動要支援者ついて、
個別避難計画の作成を迅速に行う事が必要である。

取組による効果
令和５年度以降は計画に基づき、避難行動要支援者の避難
支援を行っていく。

■対策事例 【荒川水系（東京都）大規模氾濫に関する減災対策協議会：北区】

北区大規模水害
避難行動支援計画

個別避難計画作成の優先度

継続
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『災害時における相互援助協定先（秩父市）との荒川上下流ツアーの実施』

3.被害の軽減、早期復旧・復興のための対策

(1)避難体制等の強化

⑫災害時の復旧、支援

足立区 危機管理部 防災戦略課担当部署

03-3880-5082連絡先

足立区、秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町、
小鹿野町

関係機関

取組概要
• 令和６年１０月

足立区と秩父地域１市４町（秩父市、横瀬町、皆野町、長瀞町
及び小鹿野町）にて災害時における相互援助協定を締結
• 令和７年１０月

秩父市からの提案により、荒川上下流交流ツアーを実施（区
職員約２０名参加）

取組内容の工夫点・課題・留意点
＜内容＞
①浦山ダム、としまの森、秩父市役所本庁舎の見学
②秩父市長との懇談会
上記内容を通じ、上下流の課題等を共有できた。

取組による効果
災害時、迅速に対応できるよう、平時から自治体間の関係
性構築に寄与した。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0： 足立区 】
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設置完了状況

設置作業状況

＜浦山ダム＞

＜秩父市役所本庁舎＞

新規



■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：荒川下流河川事務所】

『荒川下流自然再生 ～グリーンインフラの整備～』

4.グリーンインフラの取組

（１）自然環境の保全・復元などの自然再生
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更新

荒川下流河川事務所 地域連携課担当部署

03-3902-8745連絡先

－関係機関

取組概要
荒川では、河川敷に広がる湿地や、汽水域に形成さ

れるヨシ原があり、共に希少な生物の生息場所となっ
ている。乾燥化や航走波による浸食によりこれらの生
息場所が減少しつつある中、河川敷の盤下げに併せて
湿地環境の創出、汽水域のヨシ原の保全・創出を図り
ます。

取組内容の工夫点・課題・留意点

荒川下流部において、治水事業の高水敷掘削とあわせて
湿地再生を行うことにより、治水効果を得ながらグリーン
インフラとしての自然地の再生整備を実施。

取組による効果

ヨシ原や干潟の保全・創出、多様な生物の生息・生育・繁
殖環境の保全・再生を図る。

整備イメージ



杉並区 都市整備部土木計画課担当部署

03-3312-2111連絡先

東京都第三建設事務所、東京都下水道局第二
基幹施設再構築事務所

関係機関

取組概要
荒川水系善福寺川において、水鳥に着目し、区民とともに多様な
動植物が生息・生育・繁殖できる潤いと安らぎのある水辺環境を
再生・創出することを目的とした事業を広く区民の皆さんに伝えて
いくために、区民参加型の水鳥の一斉調査(1/14)とシンポジウム
(1/28)を開催しました。

取組内容の工夫点・課題・留意点
善福寺川に関する活動などを広く区民の皆さんに伝えていく仕組
みづくりが求められています。小学生に呼びかけ、水鳥の調査を
するなど幅広い世代への参加を工夫をしています。シンポジウム
では、都・区による事業活動や環境教育に熱心な小学校による
活動報告を行うとともに、テーマに即した専門家を招いてのパネ
ルデスカッションを実施しています。

取組による効果
水鳥一斉調査では、225名の区民が参加をし、水鳥や周辺の
自然環境について専門家による解説を行いました。シンポジ
ウムでは、活動報告やパネルデスカッションの内容を通して
善福寺川の自然の魅力を発信することができました。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：杉並区】

『善福寺川「水鳥の棲む水辺」創出事業』

4.グリーンインフラの取組

（２）生物の多様な生息・生育環境の創出による生態系ネットワークの形成

シンポジウムポスター パネルデスカッションの様子

水鳥一斉調査・解説の様子

双眼鏡は、まず観察対

象を肉眼で見て、その

まま双眼鏡を目にあて

がうと良いです。

ハシブトガラスとハシボソガ

ラスは、嘴の太さや頭の形、

鳴き声などで見分けられます。

ありふれたヒヨドリも、見られる

のは日本などに限られ、世界的に

珍しい鳥なんです。

餌を与えることは、野鳥

の暮らしや生態系に悪い

影響を与えてしまいます。

継続
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東京都 建設局河川部防災課担当部署

03-5320-5411連絡先

建設事務所（東京都）関係機関

取組概要
〇河川の水質悪化や悪臭発生の一因となる河床に堆積した
汚泥を取り除くためのしゅんせつを実施しています。

取組内容の工夫点・課題・留意点
・汚泥等の堆積状況の調査を定期的に実施し、優先的に対

策を行う区間を定めるなど、計画的に事業を推進してい
ます。

取組による効果
・水質の改善及び悪臭発生を抑制し、魅力ある水辺空間の

創出を図ります。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：東京都】

『水質改善を目的とした浚渫』

4.グリーンインフラの取組

（３）健全なる水循環系の確保

新河岸川 隅田川

◆しゅんせつ事業

バックホウしゅんせつ

ポンプしゅんせつ

日本橋川

継続
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杉並区 都市整備部土木計画課担当部署

03-3312-2111連絡先

東京都建設局東部公園緑地事務所関係機関

取組概要
荒川水系善福寺川上流（都立善福寺公園内区所有水路敷）にお
いて、都市化の進展により、失われつつある水辺空間を取り戻す
ため、人と水とのふれあいの場をつくり、潤いと安らぎを実感でき
る水辺環境の創出を目的に遅野井川親水施設の整備を行った。

取組内容の工夫点・課題・留意点
整備にあたっては、親水機能を持たせるため、東京都の協力を
得ながら都立善福寺公園の一部を活用し、草地広場や親水テラ
ス等を設置した。事業のキッカケが小学生による区長への一通
の手紙から始まったものであることから、計画段階から区民参加
のワークショップを開き、地域に親しみのある施設とした。維持管
理は、地域住民管理団体（遅野井川かっぱの会）と協働で取り組
んでいる。（開園H30.7）

取組による効果
多くの子供たちに水生生物や自然環境を身近に感じることが
できる施設として賑わいを見せている。
多様な生物の観察ができるため、環境学習の場として活用さ
れている。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：杉並区】

『遅野井川親水施設整備』

4.グリーンインフラの取組

（５）魅力ある水辺空間・賑わい創出
②水辺の賑わい創出

（６）自然環境が有する多様な機能活用の取組み
①小中学校などにおける河川環境学習

整備計画平面図

ワークショップの様子

親水施設の利用状況 管理施設を協働で作成

継続
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墨田区 都市整備部環境担当環境保全課担当部署

03-5608-6208連絡先

-関係機関

取組概要
区民を対象に、区内河川周辺の川辺に住む生き物や野
鳥の観察会を実施し、生き物との接し方や興味深い生
態を学び、環境保全の認識を深める。
（実施期間：平成３０年～）
・すみだ自然観察会「荒川河川敷の生きもの観察」

（令和４年度は、7/23,8/27,10/8の3回実施）

取組内容の工夫点・課題・留意点
(課題）７・８月は生きものが活発に動く時期であり開催時
期としては適切だった。ただ実際の昆虫の数は少なかった。
午後は暑さのため昆虫も木陰に潜んでいるとの講師の話で
あった。観察時間を考える必要があると思われる。

取組による効果
講師から、生きものの珍しい生態、特徴、雌雄の見分け方、
蝶々の正しい持ち方など説明を受けた参加親子は目を輝かせ
て聞き入っていた。説明を聞きながら自然と触れ合え、今後
の興味につながっていく場の提供として十分効果を果たした。

■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：墨田区】

『すみだ自然観察会「荒川河川敷の生きもの観察」』

4.グリーンインフラの取組

（6）自然環境が有する多様な機能活用の取り組み

継続
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■対策事例 【荒川水系流域治水プロジェクト2.0：荒川下流河川事務所】

『荒川下流ミズベ・グリーンコミュニティ』

4.グリーンインフラの取組

（６）自然環境が有する多様な機能活用の取組み
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更新

荒川下流河川事務所 地域連携課担当部署

03-3902-8745連絡先

－関係機関

取組概要
～協働による安全・快適な荒川づくり～

社会情勢の変化や地域社会のニーズに的確に対応し
た河川の計画・整備・維持管理・利用等を行うため、
地域と国、住民と行政とのパートナーシップを深めて
いきます。

荒川下流自然地管理アダプト制度においては、一般公
募による企業や市民団体からなる[荒川水辺サポーター]と、
[沿川自治体]、[荒川下流河川事務所]の３者が連携して協
働で自然地の維持管理活動を平成25年より実施しています。

取組内容の工夫点・課題・留意点
平成25年度から活動を開始した本取組が、令和4年度に

10年の節目となり、以降10年間活動された団体の皆様に感
謝の意を表し、感謝状の贈呈を執り行っています。

取組による効果
河川環境事業全般の認識向上、環境への意識向上につな

がります。当初11団体で始めた維持管理活動も、令和7年
度は31団体が活動しました。

水辺の楽校

荒川下流⾃然地管理アダプト制度
連絡会議（R7.3.4）

荒川クリーンエイド

ミズベリング
荒川下流会議 新河岸川流域

かわづくり連絡会

ゴミ拾い 草刈り環境学習


